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プロジェクトチーム提案資料

鳴門市の「（仮称）若者条例」における
「若者」の定義について



 若者を明確に定義することで、施策の対象者が具体化され、以下の効果が期待される。

焦点の明確化

年齢範囲を設定することで施策のターゲット層を具体化し、効果的な政策を展開可能。

予算配分の合理性

具体的な範囲を定めることで、限られた予算を効率的に活用可能。

対外的な説明

国の基準や他市事例も参考に、若者条例の対象範囲を設定することで妥当性を説明可能。

１．定義付けの必要性
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 (1)年齢範囲

＊教育段階から雇用、地域参画まで一貫した支援に資する年齢設定としたい。

＊まちづくりへの参画意識が芽生え始める時期から、

まちとの関わり方、意思決定が固まる時期までを対象としたい。

＊市の他条例や施策との整合性も図りたい。

 (2)属性範囲

＊Ｕターンの促進やシビックプライドの醸成という条例の趣旨も踏まえ、市民以外

の通勤、通学者のほか、本市出身者や本市への関心が高い関係人口も対象としたい。

２．定義の方向性
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【参考①】年齢範囲の検討（年齢階級別人口移動数）

３

男女とも転出超過の
ピークは20～24歳

15～29歳までの間は特に転出超過が大きくなっています。

30歳以上になると男女ともに転出超過の幅が小さくなって

いることが分かります。



ターゲット

【参考①】年齢範囲の検討（年齢別人口） 国調_R2

(人)
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【参考①】年齢範囲の検討（年齢別人口）

ターゲット

住基_R2.9.30

(人)

５



住基_R8.3.31【参考①】年齢範囲の検討（年齢別人口）

ターゲット

(人)

６

【鳴門市の年齢別人口（住基_R8.3.31）】



令和２年時点では、国勢調査、住民基本台帳のどちらのデータにおいても、２０代後半層の人口

割合が大きく落ち込んでいる。

令和８年３月３１日時点においては、グラフの角度が明らかに緩やかになっていることが分かり、

令和４年度に開始した「なると まるごと 子育て応援パッケージ」や、「移住支援」など各種施策の

効果がうかがえる。

各種パッケージや、移住支援事業などは現在も継続的に実施しており、「（仮称）若者条例」に

おける「若者」の定義については、これら各種施策との整合性を図るとともに、若年層から地域への

関与を促進し、２０代後半層の定住率向上や関係人口・活動人口の拡大に寄与するものとしたい。

大型の商業施設がある他自治体などは、若者にとって魅力的に映るが、鳴門市では若者の

「したいこと」を応援することによって差別化を図り、地域への誇りと愛着を育む。

【参考①】に基づく検討
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【参考②】年齢範囲の検討（自治基本条例） ▼「一日市長体験」を小学６年生を対象に夏休み期間中に実施

▼鳴門市自治基本条例（Ｈ23）について、
市内小学校（6年生）の社会科の授業で活用。

８

小学6年生でまちづくりへの関心を育んだ児童が、
中学1年生（13歳）となり、若者条例の対象として、
より具体的にまちづくりに参画していく
という、継続的な関わりを促す。



【参考③】属性範囲の検討

令和８年３月には上記の取組が評価され、国の「ふるさと住民登録制度」のモデル事業の対象自治体として、
全国１６１団体から本市を含む７道県と２１市町村が選ばれた。

「ふるさと住民登録制度」とは…
関係人口（住所地以外に関わる人々）を可視化し、
地域の担い手確保や活性化などにつなげる仕組み
として創設される制度。
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【参考④】他自治体との比較

自治体名 条例名 若者の定義 年齢範囲 属性範囲

大分県大分市 大分市若者応援条例 おおむね１６歳から２９歳までの者をいう おおむね１６歳〜２９歳

※市民：市内に住所を有する者及び
　　　　市内に通勤し、又は通学する者

※若者：成年年齢である１８歳が含まれる
　　　　高校生から、各学校の卒業後など
　　　　に、大分市に戻ってくる年代を
　　　　ターゲットにしている

愛知県新城市 新城市若者条例 おおむね１３歳からおおむね２９歳までの者をいう おおむね１３歳〜２９歳 ※市民：自治基本条例に規定する市民

福井県永平寺町
永平寺町における若者や学生が活躍する
まちづくりの推進に関する条例

町内に居住又は町内の事業所に通勤する者及び
高等教育機関に在学する者をいう

年齢規定なし

市民および町外からの通勤・通学者を含む
※高等教育機関の定義
　大学、高等専門学校や専門課程を置く
　専修学校その他の高等教育を行う機関

大阪府富田林市 富田林市若者条例 概ね１６歳から３０歳までの者をいう 概ね１６歳〜３０歳 市民および市外からの通学・通勤者も含む

東京都多摩市
多摩市子ども・若者の権利を保障し
支援と活躍を推進する条例

おおむね３０歳代までの市民をいう おおむね３０歳代

※市民：多摩市の区域内に居住する者、
　　　　市内で働く者、市内で学ぶ者、
　　　　市内で事業活動を行うもの及び
　　　　市内で活動するもの

秋田県湯沢市 若者や女性が輝くまちづくり推進条例
当該年度の４月２日現在において
１５歳以上３９歳以下である者

１５歳～３９歳
※当該年度の４月２日現在

具体的な記載はないが、市民のみを対象に
運用している可能性が高い
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 (1)年齢範囲

「おおむね１３歳から２９歳までのもの」と定義

 (2)属性範囲

市内在住者に加え、市内に通勤・通学するもの、本市出身者や

本市の地域活動やイベント、事業に積極的に参加するなど、

本市とのつながりを持つ関係人口も対象

３．定義（案）の提案
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 (3)定義（案）の根拠

中学生以上～若手勤労世代までを対象とし、教育支援、雇用促進、シビックプライドを醸成。

中学生年代から「したいこと」を応援することで、他自治体との差別化を図る。

国のこども大綱における「若者」の定義「思春期（中学生年代からおおむね１８歳まで）及び

青年期（おおむね１８歳以降から３０歳未満）の者」と整合。

他自治体においても、１３～２９歳、１６～２９歳など近い年齢設定が多く妥当。

市民以外を対象としている自治体も多く、関係人口・活動人口拡大に効果的。

地域活性化に寄与し、市内外の若者が地域課題解決に参画できる仕組みを整備。

３．定義（案）の提案
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 基本理念から具体的施策へ

鳴門市では若者が地域への誇りと愛着を育みながら、若者のアイデアが反映される

市政を実現し、夢を形にするまちづくりを目指して（仮称）若者条例を検討する。

（仮称）若者条例は単なる理念条例に留めるのではなく、実効性を担保する。

４．今後の方向性

若者への具体的な支援施策を明記するなど「実体的な規定を含む条例」として制定

（例：若者会議の設置など）
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